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平成19年度　電源立地対策に係る政策予算案の概要

Ⅰ 

ポ
イ
ン
ト

平
成
十
九
年
度
予
算
に
お
い
て
は
、

①
電
源
立
地
対
策
に
係
る
経
済
産
業

省
分
の
予
算
と
し
て
千
六
百
八
十

七
億
円
（
前
年
度
比
六
十
二
億
円

増
）
を
計
上
し
、
そ
の
う
ち
、
政
策

的
経
費
と
し
て
千
五
百
七
十
七
億

円
（
前
年
度
比
八
十
八
億
円
増
）
を

確
保
す
る
と
と
も
に
、

②
立
地
の
進
展
を
踏
ま
え
、
周
辺
地

域
整
備
資
金
を
百
七
十
一
億
円
（
前

年
度
比
九
十
億
円
増
）
取
り
崩
す

な
ど
の
措
置
を
講
じ
ま
す
。

※
電
源
開
発
促
進
税
収
（
電
源
立
地
対
策

分
）
及
び
剰
余
金
と
歳
出
と
の
差
額
で

あ
る
百
三
十
三
億
円
に
つ
い
て
は
、
一

般
会
計
に
留
保
（
必
要
な
財
政
需
要
が

生
じ
た
年
度
に
は
、
電
源
立
地
対
策
に

充
て
る
た
め
の
繰
り
入
れ
を
行
う
）。

※
な
お
、
平
成
十
八
年
度
予
算
に
お
い
て
、

十
八
年
度
特
例
公
債
法
に
基
づ
き
、
二

百
九
十
七
億
円
を
一
般
会
計
に
繰
り
入

れ
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

Ⅱ 

歳
出
予
算
の
概
要

1.
原
子
力
発
電
施
設
等
の
地
域
と
の

共
生
を
図
る
地
域
振
興

　　

原
子
力
発
電
所
、
核
燃
料
サ
イ
ク

ル
施
設
の
立
地
を
積
極
的
に
推
進
す

る
と
と
も
に
、
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄

物
の
最
終
処
分
候
補
地
の
選
定
を
促

進
す
る
た
め
、
地
域
振
興
に
係
る
施

策
を
強
化
し
ま
す
。

①
電
源
立
地
地
域
対
策
交
付
金

千
五
十
四
億
円
（
九
百
七
十
億
円
）

　
　

原
子
力
発
電
所
や
核
燃
料
サ
イ

ク
ル
施
設
の
立
地
の
進
展
に
伴
う

増
額
を
確
保
し
ま
す
。

②
初
期
対
策
交
付
金
相
当
部
分
の
最

終
処
分
施
設
候
補
地
へ
の
交
付
額

の
増
額
（
電
源
立
地
地
域
対
策
交

付
金
の
内
数
）

　
　

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最

終
処
分
候
補
地
の
選
定
を
促
進
す

る
た
め
の
支
援
の
強
化
と
し
て
、
文

献
調
査
段
階
の
電
源
立
地
地
域
対

策
交
付
金
の
交
付
額
を
単
年
度
あ

た
り
十
億
円
（
総
額
二
十
億
円
）
に

拡
充
し
ま
す
。

③
原
子
力
関
係
人
材
育
成
事
業

〇
・
九
億
円
（
〇
・
六
億
円
）

　
　

原
子
力
発
電
施
設
に
お
け
る
メ

ン
テ
ナ
ン
ス
を
担
う
現
場
の
技
能

者
の
質
的
な
向
上
や
技
能
維
持

を
図
る
た
め
、
立
地
地
域
の
教
育

機
関
や
研
修
施
設
な
ど
の
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
を
生
か
し
つ
つ
、
立
地
地
域

に
お
け
る
個
別
企
業
の
枠
を
超
え

た
研
修
制
度
の
確
立
の
た
め
の
支

援
を
行
い
ま
す
。

※	
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
交
付
金
と
原
子
力
発

電
施
設
立
地
地
域
共
生
交
付
金
の
自
治

体
間
の
配
分
に
つ
い
て
は
、
「
所
在
市

町
村
及
び
隣
接
市
町
村
の
行
政
運
営
に

資
す
る
も
の
と
す
る
」
よ
う
規
定
し
た
。

※	

核
燃
料
サ
イ
ク
ル
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

プ
ル
サ
ー
マ
ル
へ
の
平
成
十
八
年
度
内

の
事
前
了
解
を
交
付
要
件
と
し
て
い
た

・	

高
経
年
化
対
策
強
化
基
盤
整
備
事
業

　
　
　
　
　

十
四
億
円
（
八
億
円
）

・	

原
子
力
発
電
施
設
等
の
耐
震
性
評

価
技
術
に
関
す
る
試
験
及
び
調
査

十
四
億
円
（
十
四
億
円
）

・	

軽
水
炉
燃
材
料
詳
細
健
全
性
調
査

七
億
円
（
〇
・
五
億
円
）

②
原
子
力
防
災
・
核
物
質
防
護
対
策
の
推
進

　
　

原
子
力
発
電
施
設
等
の
防
災
対

策
に
万
全
を
期
す
た
め
、
防
災
資

機
材
の
整
備
、
防
災
訓
練
等
に
対

す
る
支
援
や
、
情
報
通
信
設
備
の

高
度
化
を
進
め
た
「
統
合
原
子
力

防
災
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
仮
称
）
」
の

構
築
等
、
防
災
基
盤
の
強
化
を
引

き
続
き
進
め
ま
す
。
ま
た
、
原
子
力

発
電
施
設
等
へ
の
テ
ロ
等
の
脅
威

に
対
す
る
核
物
質
防
護
対
策
の
充

実
・
強
化
に
取
り
組
み
ま
す
。

・	

原
子
力
発
電
施
設
等
緊
急
時
安
全

対
策
交
付
金

三
十
二
億
円
（
二
十
六
億
円
）

・	

原
子
力
発
電
施
設
等
緊
急
時
対
策

技
術
等三

十
一
億
円
（
二
十
八
億
円
）

・	

原
子
力
発
電
施
設
等
核
物
質
防
護

対
策
委
託
費　

六
億
円
（
六
億
円
）

※（　
　

）内
は
平
成
十
八
年
度
予
算
額

が
、
平
成
十
九
年
度
内
ま
で
に
期
間
を

延
長
す
る
。

※	

核
燃
料
サ
イ
ク
ル
交
付
金
に
つ
い
て
は
、

既
存
の
発
電
所
に
お
い
て
プ
ル
サ
ー
マ

ル
の
進
展
に
対
応
す
る
と
と
も
に
、
核

燃
料
サ
イ
ク
ル
交
付
金
の
対
象
に
新
設

の
原
子
炉
に
お
け
る
プ
ル
サ
ー
マ
ル
を

追
加
す
る
。

2.
原
子
力
安
全
・
防
災
・
核
物
質
防
護

対
策
の
確
実
な
推
進

①
原
子
力
安
全
確
保
対
策
の
拡
充
等

　
　

原
子
力
安
全
を
確
保
す
る
た
め

の
対
策
に
引
き
続
き
取
り
組
む
た

め
、
高
経
年
化
対
策
と
し
て
の
産

学
官
の
連
携
に
よ
る
技
術
情
報
基

盤
整
備
や
安
全
研
究
、
耐
震
安
全

性
に
係
る
安
全
研
究
等
を
推
進
し

ま
す
。

　
　

ま
た
、
我
が
国
と
し
て
原
子
力
安

全
研
究
の
技
術
的
基
盤
を
確
保
す

る
た
め
、
国
内
材
料
試
験
炉
を
活

用
し
た
照
射
設
備
の
拡
充
を
進
め

ま
す
。

平
成
十
九
年
度
電
源
立
地
対
策
に
係
る
政
府
予
算
案
の
概
要

経
済
産
業
省

平成19年度予算案 平成18年度予算額 増▲減

1.電源地域振興策
　・電源立地地域対策交付金

1,289
（1,054）

1,197
（970）

92
（84）

2.原子力安全・防災対策 264 265 ▲１

3.その他 24 27 ▲3

政策的経費計 1,577 1,489 88

周辺地域整備資金への積立 110 136 ▲26

（累積額） （1,120） （1,180） （▲61）

経済産業省計 1,687 1,625 62

文部科学省分 318 324 ▲6

一般会計への繰入 ― 297 ―

電源立地対策予算合計 2,005 2,246 ▲240

（注）合計は四捨五入の関係で一致しないことがあります。

平成19年度電源立地対策政府予算案の概要
（単位：億円）


